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Linderの重複需要モデルの国際観光フロー分析への
適用可能性に関する覚書

A Note on Applicability of Linder’s Overlapping Demand Model

to the Analysis of International Tourism Flows
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Abstract: The international tourism flows have been described based on the traditional inter-

national trade theory; it means that international tourism flows can be explained based on the

comparative advantage by the differences of the amount of factor endowment and the technol-

ogy between countries. In other words, it means that the international tourism flows can be

explained from supply side and its flows are one-way trade or inter-industry trade based on

comparative advantage.

However, one of the characteristics of modern international trade is that the products pro-

duced within the same industry are exported and imported among the producing countries.

This trade is called intra-industry trade or two-way trade. But the traditional trade theories are

insufficient to explain this phenomenon. In order to explain this phenomenon, as Linder point-

ed out, the demand side of trade should be considered.

Linder presented a hypothesis that the preferences of consumers depend on per capita income

levels of their countries. Thus, if consumer preferences for countries with similar per capita

income levels are very similar, and then, a good produced in the same industry trades each

other among the producing countries; this is known as the overlapping demand.

The purpose of this note is to examine critically the traditional international trade theory, and

to summarize the concept of overlapping demand, and lastly, to clarify the prerequisite for

applying the concept of Linder’s overlapping demand to the analysis of international tourism

flows.
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Ⅰ はじめに

国際間の人々の移動と滞在はますます拡大する

傾向にある．したがって，いわゆる観光サービス

の貿易もまた少なからずその規模を拡大し，それ

ゆえサービス貿易としての国際観光を何らかのモ

デルを用いて分析し，増加しつつある国際観光フ

ローを経済学の側面からも明らかにする必要性が

高まっている．

従来，国際観光フローの分析は，観光需要予測

という表題の下，計量経済学的な需要予測モデル

を用いて行なわれてきた．しかしながら，計量経

済学的な分析とは異なり，国際経済学の基礎理論

に裏づけされた国際観光フロー（ international
tourism flows）の分析が必要とされている．とい
うのは，観光は人の移動と滞在そして滞在地での

様々な活動を伴い，それゆえ観光活動の実現には

様々なサービスの取引が不可欠であり，それは地

域間・国家間でのサービスの貿易（交易）を意味

しているからである．

ところで，国際貿易の観点からの国際観光フ

ローは，従来，Heckscher＝Ohlin（以下，H＝O
モデルと略記）の伝統的な供給－志向的な国際貿

易理論に依拠しながら説明されてきた．例えば，

H＝ O モデルの国際観光フローの説明への最近
の代表的な適用例は Zhang and Jensen（2007）で
ある．彼らは，国際観光フローは伝統的な国際経

済学の基礎である比較優位，特に各国間の技術・

知識の違いに基づき，説明可能であると結論して

いる．この伝統的な H＝ Oモデルおよび古典的
な Ricardoの考え方に基づく観光フローの分析は
供給サイドからのアプローチであり，その背後に

は各国の資源賦存量と技術の違いによって生ずる

比較優位に基づき国際観光フローが決定されると

の論理が存在する．しかし，それによって説明さ

れるのは，いわゆるステレオタイプ化された国際

観光フローの説明，すなわちある特定の発地国か

ら特定の受入国への tourism flowsの分析に過ぎな
い．換言すれば，観光資源や観光サービスの生産

に比較優位を持つある特定の国は他国へ観光サー

ビスを一方的に輸出し，それを他の国々の観光者

が一方的に輸入すること，いわば産業間貿易

（inter-industry trade）に特化することを意味して
いる．これは伝統的な H＝ Oモデルから導かれ
る当然の帰結であると言っても過言ではない．こ

の種の研究によって説明されてきたのが上に述べ

たいわゆるステレオタイプ型の international
tourism flowsであり，いくつかの特定の発地国か
ら特定の受け入れ国への観光者の一方的な流れで

ある．例えば，観光における南北問題―すなわ

ち豊かな北の国々から南の貧しい国へ観光者が一

方的に押し寄せるとの見方―は，この種の理論

的背景に基づき最もらしさが提供され，流布して

きたといっても過言ではない．

しかしながら，Linder（1961）は，たとえ彼が
取り上げた事例が第 2次産業であり，サービス産
業ではないとしても，いくつかの国々の間で同一

産業（特に製造業）によって生産された生産物が

互いに輸出入されているのが現状であると主張し

た．換言すれば，彼は産業内貿易（intra-industry
trade）ないし各国間で重複需要（overlapping
demand）が存在していると主張したのである．
このような貿易パターン，すなわち同一産業で生

産された同一の生産物（しかし必ずしも同質では

なく，差別化された生産物であってもよい）が各

国間で互いに輸出入されるという貿易パターンは

伝統的な H＝ Oモデルでは十分に説明すること
ができない．

問題は，intra-industry tradeやoverlapping demand
の考え方はこれまでの実証研究（例えば，Ellis,
1983，Thursby and Thursby, 1987，および Choi,
2002を参照）が明らかにしてきたように，財
（モノ）あるいは第 2次産業の生産物の貿易につ
いては当てはまるが，サービス貿易である国際観

光フローの説明に直接ないし無条件に適用可能か

どうかという点にある．

この覚書の目的は，第一に，伝統的な H＝ O
モデルの批判的な検討を通じて，H＝Oモデルで
はいわゆる intra-industry tradeの説明が困難なこ
とを示し，第二に，Linderの提示したいわゆる第
2次産業を中心とした overlapping demand modelと
それに関連した two-way tradeおよび intra-industry
tradeについて説明し，そして最後に，Linderモ
デルに基づきサービス貿易としての国際観光フ
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ローを説明するために必要な前提条件を関連し

た先行研究に基づき検討し，Linderの考え方を国
際観光フロー分析へ応用するためには観光主体が

観光目的地で何を消費しているか（観光サービス

産業の特定化）に関する詳細な情報とその統計の

整備が不可欠であることを指摘する．

Ⅱ 供給―志向モデルから需要―志向モデルへ

国際観光フロー（international tourism flows）の
分析は，これまで計量経済学的手法を用いた観光

需要予測モデルに基づき，いくつかの変数―例

えば，価格弾力性や所得弾力性，そして国際観光

の場合には為替相場弾力性等―によって決定さ

れると見なされてきた（観光の需要予測に関して

は，例えば，Witt, et al., 1994を参照）．もちろん，
Zhang and Jensen（2007）が指摘したように，計
量経済学的モデルを用いた国際観光フロー需要予

測は，主要な発地国からの観光目的国に対する需

要を推計するための短期的な分析ツールとしては

それなりの役割を果たしてきたといってもよいで

あろうが，この種のモデルの持つ短所はすべての

観光目的地は差別化されていない（同質である）

との想定の下で需要予測が行なわれてきたことで

ある．しかし実際には，それぞれの観光地で供給

される財・サービスは異質ないし差別化された

財・サービスが供給されている．これは，正に伝

統的な H＝ Oモデルでは十分に説明できない点
である．

さらに，国際観光のステレオタイプ的な見方，

すなわち，国際観光はあるいくつかの発地国とあ

る特定の受入国の間のいわゆる one-way flowsな
いし inter-industry tradeが主流であるとの見方が
一般的であった．極言すれば，豊かな北の国ある

いは欧米の先進国は一方的に南から観光サービス

を輸入し，反対に南の国は観光サービスの生産と

輸出に特化するという見方である．この種の貿易

パターンは，伝統的な国際貿易理論，すなわち伝

統的な国際貿易理論の基礎である比較優位に基づ

き説明可能である．

Appleyard and Field（1998）によれば，H＝ O
モデルは国々が異なった生産要素賦存量と異なる

技術を有し，それらの資源と技術を投入して生産

可能な財・サービスの機会費用が相対的に小さい

―これを比較優位（comparative advantage）と
いう―生産物の生産に各国が特化し，特化した

別々の生産物の輸出入を互いに行なうことによっ

て，貿易国は，ある一定の条件（交易条件）のも

とで貿易を行なうならば，互いに貿易の利益

（gains from trade）を享受することが可能である
というものである 1）．したがって，この場合の

財・サービスの貿易はそれぞれの国が互いに異な

る財・サービスを生産し輸出し，そして輸入する

という意味において，one-way tradeあるいは
inter-industry trade（産業間貿易）であると見なす
ことができる．例えば，その典型的貿易パターン

―ここで，貿易パターンとは簡潔に表現すれば

「誰が何を誰に販売するか」ということを意味し

ている―は，先進諸国と発展途上国の間の貿易

である．というのは，それらの国々は互いに異な

った要素賦存量と技術・知識を有しており，それ

ゆえ比較優位をお互いが持ちやすいと考えられる

からである．その結果，各国は比較優位を持つ生

産物の生産に特化し，比較劣位にある生産物を輸

入するという意味において，one-way tradeないし
inter-industry trade（同一産業間の貿易）が実現す
る．さらにこのモデルでは，主として供給側の要

因に基づき輸出入が説明されているために，消費

者側の消費技術の問題はモデルに組み込まれてな

いという欠陥を持っている．特に，観光の場合に

は，この消費者としての観光主体の消費技術もま

た重要な変数と考えられるからである．

伝統的な貿易理論に基づけば，例えば，相対的

に資本をより多く所有する国は資本集約的生産物

の生産に特化し，その生産物を生産し，他方，労

働力を相対的により多くもつ国は労働集約的な生

産物の生産に特化し，それらの生産物をそれぞれ

が輸出し，各国が自国の特化した生産物と交換に

他国が生産した生産物を輸入するというもので

ある．

伝統的な貿易理論から導き出される帰結は，極

論すれば，Choi（2002）が指摘したように，貿易
は豊かな国と貧しい国の間で行われることを意味

し，第 2次産業の発展過程で生じた貿易パターン
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（異業種の生産した生産物を各国が輸出入すると

いう貿易パターン）の説明にはかなりの程度の妥

当性ないしは説得力を持っていたと考えられる．

この種の伝統的な国際貿易理論を背景に，国際

観光フローが説明可能であるとの観点から，国際

観光フローのステレオタイプ型の見方が定着した

と考えることができる．例えば，一時期流布して

いた観光における南北問題がそれであり，相対的

に豊かな北の諸国から相対的に貧しい南の国へと

観光者は大挙して訪れ，彼らは南の諸国から提供

されるサービスを輸入するとい構図である．いわ

ゆる one-way mass tourismの実現である．
既に指摘したように，伝統的な国際貿易理論を

国際観光フローの分析に適用し，伝統的貿易理論

によって国際観光フローを十分に説明可能である

と主張したのは Zhang and Jensen（2007）である．
彼らは，伝統的な国際貿易理論，すなわち各国の

輸出入を決定する要因は「技術および/あるいは
要素賦存量の違い」（Zhang and Jensen, 2007, p. 226）
であり，観光産業あるいはサービス産業の「比較

優位の背後にある主要な説明要因は技術の相違で

ある」（ibid., p. 239）と結論している．この種の
見解に基づけば，ある国は観光サービスを一方的

に他国へ輸出し，自国が比較劣位にある財・サー

ビスを他国から輸入するということになる．これ

は正に one-way tradeを意味し，それゆえステレ
オタイプ化された国際観光フロー―ある国は一

方的に観光サービスを輸出し，他の国は一方的に

輸入するという――の見方が支配する結果になっ

たといっても過言ではない．

しかし，この種の見解が必ずしも正しいとは言

えないことを指摘したのはWebster, et al.（2007）
とNowak, Petit and Sahli（2011）である．彼らは，
intra-industry trade（産業内貿易）が国際観光フ
ローを理解するためには重要であるという点で

一致した見解を示している．特に，Nowak, et al.
（2011）は，伝統的な国際貿易理論を背景に説明
されてきた国際観光フローのステレオタイプ化さ

れた見解を痛烈に批判している．彼らは，国際観

光のステレオタイプ化されたイメージは 2つの異
なるグループの国々というアイディア，そして観

光者は非常に僅かな発地国から高度に観光に特化

したホスト国へ流れるという国際観光の one-way
flowsという見方によって広くこれまで支配され
てきたが，この種の見解は正しいとは言えない不

正確なものであり，それは，特に，EUに属する
14カ国間の国際観光フローが双方向を示してい
ることからも明らかであり，intra-industry tradeが
これらの国々にとって重要な現象となっていると

述べている．Webster, et al.（2007）の主張を直接
引用すれば，以下のようである．

「我々の結果は国際貿易の理論及び経験的技法

の両方を用いることが国際観光についての我々の

一層の理解に有益な貢献を提供することを示唆し

ている．我々の証拠は多くの国々が事実国際観光

の輸出国と輸入国の両者として特化していること

を示唆している．……我々の結果はまた産業内貿

易（IIT）が国際観光において重要であるように
思われるという理論的な主張を強く支持してい

る．」（Webster, et al., 2007, p. 673.）

ところで，1960年代に入り，貿易は one-way
tradeだけではなく，むしろ two-way tradeが現実
の貿易においてしばしば観察されるようになっ

た．Two-way tradeとは，貿易国が互いに非常に
よく似た財（代替財あるいは密接な代替財）を互

いに輸出入することを意味している．例えば，日

本は欧米から自動車を輸入しているが，同時に日

本は欧米へ自動車を輸出している．家電製品やコ

ンピュータおよびその関連製品，そしてある種の

第一産次品や加工食品等についても同様のことが

言えるであろう．これは，それぞれの国々の消費

者の好み（嗜好）の多様化と貿易される財の製品

差別化やブランド化によって生じると考えてよい

であろう．この種の貿易のパターンは， intra-
industry trade（産業内貿易）としてよく知られて
いる．Intra-industry tradeとは，ある国の国内のあ
る産業で生産された財を国内で消費するのみなら

ず国外でも販売し，他国もそれと同一の産業で生

産された財を国内消費のみならず輸出するという

こと，換言すれば，各国が同一産業内で生産され

た財を国内消費のみならず，輸出するということ

を意味している．とりわけ，第 2次産業の製品つ
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いては，相互に国内生産と消費そして輸出を行な

っているケースが多数存在する，と見なしてよい

のではないであろうか．

このような考え方を提起したのは Linder（1961）
であり，彼は，伝統的な国際貿易理論（＝新古典

派的国際貿易理論）として有名な H＝ O モデル
で説明された供給－志向アプローチとは正反対

に，国際貿易を需要－志向（demand-oriented），
いわゆる需要重視モデルで説明すべきであると

の，いわば国際貿易理論のパラダイム転換を迫っ

た新たな考え方を提起した．換言すれば，貿易パ

ターンを決定する要因は，H＝Oモデルが示唆す
るように，第 2次産業にあっては要素賦存量や要
素集約度（比較優位に基づく特定産業への特化に

基づく財の輸出入）ではなく，それぞれの国の消

費者の選好，すなわち需要パターンがどのような

財を輸入するかを決定することを意味し，需要パ

ターンは当該国一人当たり所得水準に依存し，し

たがって需要パターンの決定はそれぞれの国々の

一人当たり所得水準に帰着するという考え方で

ある．

この見解によれば，一人当たり所得水準が非常

によく似た水準にある国々の消費者の嗜好もまた

よく似ており，それゆえ彼らの需要パターンもま

たよく似ており，その結果，お互いにそれぞれの

国で生産されている同一産業の製品（代替財ある

いは密接な代替財）が輸出入されるということに

なる．それゆえ，この種の需要は overlapping
demand（重複需要）とも呼ばれ，これは，上に
述べた intra-industry tradeあるいは two-way trade
を意味している．

この点について，Linder自身は，次のように述
べている．

「……貿易の範囲は一人当たり所得水準が同じで

ある国の間でもっとも大きくなりうる……．……

貿易に対する潜在的な障害は一人当たり所得の相

違であるといえる．ある国が生産上比較優位をも

っている財も他の国では需要されないし，その逆

の場合も同様である．一人当たり所得の開きがあ

る大きさに達すると，ある種の質的に類似する商

品についてのみ貿易が行われることになる．この

ような商品でのみ両国で重複する需要が存在しう

るのである．」（Linder, 1961, p. 98, 邦訳 p. 141.）

この種の貿易パターンは伝統的な国際貿易理論

では説明することは困難である．というのは，

Linder（1961）が指摘したように（p. 101, 邦訳
p. 145），伝統的な H＝ Oモデルでは異なった所
得水準をもつ国々の間で貿易が最も盛んに行われ

ることが示されてはいるが，要素賦存量の相違に

基づくこのような結論は，互いに所得水準が乖離

し，したがってこのような 2国間での需要構造は
ますます乖離し，したがって貿易は行われなくな

るということを意味するからである．換言すれば，

それは国々が同一の財の生産に対して比較優位と

比較劣位とを同時に内包することを意味するから

であり，それは論理的矛盾を生じさせるからで

ある．

ところで，表 1は Zhang and Jensen（2007）に
よって手際よくまとめられた国際貿易理論とそれ

らの理論上の特徴及び観光への適用例に若干の変

更と筆者が加筆し作成した表である．この表で注

目すべきことは，伝統的な国際経済学の領域では

取り上げられてこなかった「新しい国際貿易理

論」，「多国籍企業」，「新技術」，そして「集積の

経済」が観光研究にとっては重要ではないか，と

いうことが示唆されている点である．

例えば，「新しい国際貿易理論」（Krugman
（1979）および Lancuster（1980）によって提起さ
れた考え方）では，比較優位に基づかずに規模の

経済と独占的競争市場を想定して国際貿易が説明

できることが示されていること，また Linderと
同一の帰結に帰着するが，嗜好や技術，そして同

一の要素賦存量をもつ国々間で供給面から貿易が

行なわれていることが示されたこと，さらに「多

国籍企業（multinational firms）」は企業固有の技
術・知識を有し，それと新しい技術を用いて国際

ホテル・チェーンの展開を行い，「新技術（neo-
technology）」―あるいは技術革新といってもよ

いが―はその技術を駆使したアドベンチャー・

パークや種々のテーマパークそして様々なエン

ターテイメントの創造，さらにインターネット

を駆使した観光マーケティングへの応用がなされ
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ていることが指摘されていること，そして最後に

「集積の経済（agglomeration economies）」2）では観

光に必要な種々のサービスを生産し供給する産業

の集積とそれに伴う企業間および産業間外部性に

より集積の利益が生じること，さらに観光に必要

なインフラへの新たな投資が展開されていること

が示されている．

しかし，これらは，Linderを除き，すべて供給
側の要因に基づき国際貿易を説明しようとしてい

ることに注意すべきであろう．さらに表 1では，
観光者が観光地から購入する様々な財・サービス

が観光地間で差別化されており，その差別化によ

って観光者はどの観光サービスを購入するか，換

言すれば，どの観光地を選択するかを決定すると

いう意味での観光者の需要あるいは選好の問題に

関しては明確に指摘されていない．この点につい

て我々に一つの手がかりを提供してくれるのが

Smith（1994）である．
Smith（1994）が主張したように，仮に観光者

が観光生産物としての「経験（experience）」を消
費すると想定するならば，そしてそれに経済学的

な解釈を施せば，観光主体は，各自の制約にした

がって，彼らの「観光経験」を最大化すると考え

ることは可能であろう．しかし，この考え方は，

最大化問題として観光を定式化することの空虚さ

や無意味さをも同時に内包しているのではないで

あろうか．というのは，それは「経験」と呼ばれ

る観光生産物から獲得される効用関数の中味（独

立変数）がブラック・ボックスのままであり，特

定化することが極めて困難であるからである．

Ⅲ Linder モデル

ところで，国際貿易のパターンを伝統的な供給

サイド・モデルを用いて説明することはできない

との認識から，むしろ貿易パターンは需要－志向

的な視点から説明されるべきであるとの仮説を提

示したのは，Linder（1961）である．以下では，
彼によって提起された需要－志向モデルを簡潔に

説明し，サービス貿易としての観光サービスを考

えるための問題点を探る手がかりとしたい．

Linderモデルは，以下のような仮定の下で構築
されている．

［仮　定］

1．消費者の嗜好は当該国の一人当たり所得
水準に依存する

2．ある国の財生産は当該国内の消費者の嗜
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表1 国際貿易理論とその説明変数，およびそれらの観光への適用例

注）表 1は Zhang and Jensen (2007) Table 1 (p. 227) を若干変更し筆者が作成．＊は筆者が新たに付加した項目である．Krug-
man (1979) や Lancuster (1980) 等によって提起された，伝統的貿易理論が比較優位に基づき貿易が行なわれると説明さ
れていたが，彼らは，比較優位に基づかない，規模の経済と製品差別化によってよく似た国々，すなわち，同一の嗜好や技
術，そして要素賦存量を持つ国々の間でも貿易が行なわれ，貿易の利益が存在することを示した．

貿易理論 貿易の主な説明変数 観光への適用例

・ Linderモデル 選好の類似性
巡礼観光のような文化的類似性（親和性），観光
地国間での価格競争

・Ricardian 理論 技術・生産効率 sun, sand, sea および文化遺産

・Heckscher ＝Ohlin理論 自然資源賦存量（資本，労働，および
土地）

比較優位・技術に基づく伝統的な輸出入，伝統
的な国際観光フローの説明

・新しい貿易理論＊
非比較優位，規模の経済，そして独占
的競争市場を想定

製品差別化を通じた類似した国々の間でのサー
ビス貿易

・多国籍企業モデル
オーナシップ優位性（企業固有の技
術・知識）

国際ホテル・チェーン

・新技術モデル 技術革新・その普及パターン
アドベンチャー・パーク，観光のためのインタ
ーネット・マーケティング

・集積の経済
外部性，インフラストラクチャー，お
よびビジネスチャンス

観光（資源や施設等）の集積，観光インフラへ
の投資
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好に依存する

3．貿易は国内市場の生産パターンと消費パ
ターンの副産物である

4．ある種の不平等さをもつ国において，需
要される財は，変化しつつある所得水準

の下で，人々の嗜好を反映する

5．財の生産量は市場規模に依存する

以上の仮定に基づき，Linderモデルは，以下の
ように説明できよう．

単純化のために，一人当たり所得水準が異なる

3国（x, y, z）を想定し，各国の一人当たり所得
水準（ Ix, Iy, Iz ）は，

Ix ＜ Iy ＜ Iz

であると仮定する―ここでは，x国の一人当た
り所得水準が一番低く，ついで y 国，一番高い一
人当たり所得水準を有する国が z国である．また
財は 9種類の異なる財（A, B, C, D, E, F, G, H, J）
から構成されていると仮定する．さらに，各国の

消費者の嗜好（需要パターン）は所得水準に応じ

て，表 2に示されているようであると仮定する．
表 2において，網掛けされた部分の財のいくつ

かは 2国間あるいは 3国間で貿易が相互に行なわ
れる可能性があることを示唆している．例えば，

x国は国内で生産される財A～ EのうちAと Bは

国内だけで需要され，消費されるが，それは他の

国々が消費しない財であるからである．また，y
国は国内で生産され需要される財は C～ Gまで
であり，そのうち需要パターンが同一の財 C, D,
Eについては x国と互いに貿易を行なう可能性を
内包している．しかし，財 F, Gについては x国で
は需要されないために，それら 2財の貿易は y国
との間では行なわれない．z国については，国内
で生産され消費（需要）される財は E～ Jまでで
ある．したがって，z国が x国と貿易する可能性
がある財は E財のみということになる．それに対
して z国は y国とは需要パターンが同一である財
E, F, G の 3種類についてはお互いに貿易の可能性
が存在する．

ここでの重要なポイントは，所得水準が一番低

い x国と一番大きい z国の間での財の貿易はたっ
た 1種類の財 Eのみにすぎないということであ
る．換言すれば，互いによく似た所得水準を有す

る国々の間の貿易は活発に行なわれる可能性が高

いが，所得水準が極度に異なる国々の間での貿易

はほとんど行なわれないということである．すな

わち，よく似た一人当たり所得水準を持つ国々の

間では消費者の嗜好もまた類似しており，その結

果，産業内貿易が生起しやすいということを意味

している．これが Linderの提起した重複需要仮
説である．

以上が Linder（1961）によって提起された
overlapping demand modelのストリーの要約であ
る．そのストリーは，直感的には図 1によって表
すことができる 3）．図 1には，一人当たり所得水
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表2 所得水準の相違による各国間の貿易パターン

注）Linder （1961）自身は 2国を例に説明しているが，こ
こでは 3国を例に，筆者が表 2を作成した．表 2は，
異なる一人当たり所得水準をもつ 3カ国（ここで各国
の一人当たり所得水準は Ix＜ Iy＜ Izである）の間で
の貿易パターンを概念的に示したものである．網掛け
の部分は 2カ国あるいは 3カ国間で貿易が行なわれる
可能性のある財の種類を表している．x 国は y 国と財
CDEを互いに輸出入し，y 国と z 国は財 EFGを互い
に輸出入するが，所得水準が極めて異なる x 国と z 国
の間で取引される財は Eのみである．これは，国家間
の一人当たり所得水準の違いによって生ずる．

国 財の種類と生産・消費，および貿易パターン

X A B C D E

y C D E F G

z E F G H J
J 
H 
G 
F 
E 
D 
C 
B 
A 

財の種類 

x 国 
y   国 

z 国 

一人当たり所得水準 

x 

国 

y   

国 

Z 

国 

図1 Linder の重複需要
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準が横軸に，財の種類が縦軸に測られている．図

1は，各国の貿易パターンは当該国の一人当たり
所得水準に依存し，したがって，各国は，比較優

位に基づかずに，ある国と他の国の間では同一財

の貿易が行なわれることが示されている．しかし，

問題は，サービス貿易に関して，したがって観光

サービスの輸出入に関して，Linder仮説が妥当す
るか否かである．

Ⅳ Linder モデルの国際観光フロー分析へ
の適用可能性

問題は，Linder仮説は，いくつかの研究（Ellis,
1983； Thursby and Thursby, 1987；Choi, 2002）が
指摘しているように，第 2次産業の製品について
は当てはまるが，サービス，特に国際観光サービ

スの貿易について支持されるのかどうかという点

にある 4）．例えば，Linderの仮説が観光サービス
の貿易につい妥当するとするならば，すなわち各

国の消費者の嗜好は当該国の一人当たり所得水準

に依存するという仮説が当てはまるならば，同程

度の一人当たり所得水準を有する北米と西ヨーロ

ッパの国々の間で，そしてそれらの国々と日本の

間で観光が活発に行なわれていること意味し，日

本とアジア諸国，欧米とアジア諸国，北米とアジ

ア諸国の間では観光サービスの貿易は不活発にし

か行なわれないという帰結が導かれるからで

ある．

しかしながら，この仮説は，地域という単位で

考えるならば，中国の一部の地域と日本の間での

国際観光フローには当てはまらないかもしれな

い．というのは中国の一部の地域の一人当たり所

得水準は日本のそれと同水準であるかもしれない

からであり，その場合には中国の当該地域と日本

の間での観光における intra-industry tradeが成立
しているかもしれないからである．この点につい

ては，Linder自身は，次のように述べている．

「……一人当たり所得が異なっているために生

じた消費需要の相違は，誇張されてはならない．

ある国で所得分布が不均等な場合には，他の事情

が等しいとすれば，所得がより均等に分配されて

いる場合に比べて，一人当たり所得の違う国との

間で重複し合う需要の範囲が大きいであろう．貧

しい国の高所得者は，豊かな国の低所得者と同じ

商品を需要するかもしれないのである．」（Linder,
1961, p. 96, 邦訳 p. 137.）

Linderの主張が妥当するとするならば，中国以
外にも，所得階層によっては，国際観光に対する

重複需要が存在していると考えてよいかもしれ

ない．

ところで観光の産業としての認識は，Eading-
ton and Redman（1991）が指摘したように，観光
部門がサービスを基盤とした活動の集合であり，

その活動はさまざまな産業に拡散され，消費者支

出に関してもまたグルーピングできないほどの広

がりを持っている点に特徴が存在するとするなら

ば．それゆえ「観光は一つの産業として確固とし

た基盤を持っていない」とするならば，どのよう

な産業を「観光産業」と称するかという観光産業

の範囲決定の問題は，観光研究にとって極めて深

刻な問題を提起する．恐らく，現在もなお多くの

課題が残されている問題であるが，その第 1次近
似として，ひとまずそれを解決しようとの試みが

United Nations World Tourism Organization
（UNWTO）による観光産業の範囲を規定した
Tourism Satellite Accounts（しばしば TSAと略称
されている）であろう．

しかしながら，かつて Gray（1982）が指摘し
たように，ある旅行者は国内（観光サービスの輸

入国）では簡単に生産することができないアメニ

ティを外国に求め，そのアメニティは国内で利用

可能なサービスとは非競争的であった．換言すれ

ば，Grayの指摘は，国内で生産可能な観光サー
ビスは国内だけで消費され―それは非輸出サー

ビスであり，国際観光サービスはその生産に比較

優位を持つ国が生産供給し，それを他国の観光者

が需要するということを意味している．この見解

は，正に伝統的な貿易理論に基づき，国際観光フ

ローが説明可能であるということを示唆している

と解釈することも可能である．

しかし，Gray（1982）は，他方で，観光が注目
してきたことは様々な町や国々において行なわれ
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る多くのタイプの休暇は僅かに異なっているに過

ぎず，その違いは受け入れる町や国の特定の属性

の中に見出されるに過ぎず，したがって，この種

の観光は自動車の買い手が Toyotaにするか BMW
にするかそれとも Benzを購入するかといった問
題に直面しているのとほとんど違いはない，とも

述べている．これは，まさに我々が論じようとし

ている同一種類の生産物であるが，「差別化され

た生産物」の貿易と軌を一にする考え方であると

見なすことができる 5）．したがって，これは，自

動車という共通のあるいは同一の産業で生産され

ている財の国際間での購入の問題であり，それが

国外で生産されていようが国内で生産されていよ

うが消費者にとっては彼の嗜好に一致する自動車

を選択するという問題に過ぎない．つまり，上に

述べた intra-industry tradeないし overlapping-
demandを意味している．
しかし，サービスにおける差別化とは一体何を

意味し，その内容はどのようなものなのであろう

か．例えば，観光には滞在が不可欠であるが，潜

在的観光者はその滞在の際に宿泊しようとしてい

る宿泊施設のサービスをいかにして事前（宿泊前）

に認識可能なのであろうか．サービスの事前認識

は，サービスの定義により不可能である―サー

ビスの在庫の不可能性から派生するサービスの無

形性や輸送の困難性，そしてサービス需給の同時

性という性質のためである．

あるいは宿泊サービスそれ自体ではなく，施設

そのものや名声・評判（reputation）等に依拠し，
宿泊施設の選択を行なっているのであろうか．こ

の戦略の代表的な例は，恐らく宿泊施設のブラン

ディングを通じた製品差別化戦略である．これは，

Zhang and Jensen（2007）が指摘した企業固有の
技術・知識や新技術（例えば，インターネット予

約サービス）を利用し，国際的なホテル・チェー

ンを展開している多くの企業が存在し，それらの

ホテルでは自身のホテルのブランド化や差別化戦

略を通して観光者や滞在者の誘致を図ろうとして

いる．しかし，これは観光サービスすべてに対す

る解答を意味しない．

観光サービスとは何を指しているのか，同一産

業内で生産し供給されるものなのであろうか．

宿泊に限って言えば，宿泊サービスとしてサービ

ス生産を限定可能であり，それゆえその差別化を

可視化することは可能かもしれない―例えば，

ホテルやレストランの星の数やブランド化を通し

て．しかし，観光サービスは宿泊サービスやレス

トランに限定されているわけではない．この問題

は，他方で，観光生産物（tourism product）とは
何かという問題を提起する―以下で述べるよう

に，観光生産物と観光者が消費ないし需要する観

光財・サービスとは異なる概念を指していること

に注意されたい．

この問題に対して，例えば，Smith（1994）は，
「観光生産物（tourism product）」 は「経験（expe-

rience）」 を意味するとの見解を提示した．Smith
の見解を経済理論的に翻訳し解釈するならば，観

光生産物としての「経験」は，消費者としての観

光者が様々なインプット（観光サービス）と彼の

有する（経験生産のための）技術・知識に基づき

生産し，即消費すると見なすことが可能であると

同時に，それは耐久消費財―例えば，自動車や

家電製品等―のように長期にわたって消費可能

（「思い出」の消費）であるという点にその特徴を

見出すことができるであろう．

このように観光生産物を捉えるならば，Smith
（1988）が指摘したように，観光産業を供給側か
ら定義し，それぞれの産業から供給される財やサ

ービスは正に消費者としての観光者にとって原材

料あるいは中間財・サービスを意味し，それらを

観光者はインプットとして投入し，彼ら個々人が

最終消費財としての観光生産物（＝経験）を生産

し消費すると考えることには意味があるであろ

う．この考え方は，かつて G. S. Becker（1965）
が提起した家計は消費者として行動するのみなら

ず生産者としても行動し，彼らが利潤獲得を目的

とした民間企業と異なる点は，生産した財・サー

ビスを生産と同時に彼ら自らが消費するというこ

とである．これは，生産者兼消費者としての観光

者個人は，自らが生産した財・サービスを市場化

しないという意味において，観光における「経験」，

すなわち観光生産物としての個人的な経験を生産

し消費する主体であるということになる．したが

って，観光生産物としての経験の生産には，たと
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え観光者それぞれが同量かつ同質の生産要素とし

ての観光サービスを投入したとしても，彼らの生

産のための技術・知識そして消費技術（消費のた

めのノウハウ，例えば，教育等）の違いによりア

ウトプットとしての観光生産物の生産には観光者

間で違いが生じると推測することは可能であろ

う．例えば，数人の観光者が同一のパッケージ商

品を購入し，ある観光目的地へ赴き，同一の生産

財あるいは中間財としての観光サービスを投入し

ても，その結果として生産され消費される観光生

産物としての「経験」には個人差が生じる可能性

が存在するということである．これは，「経験」

生産の量的な違いと同時に，質的な違い，換言す

れば，個々人が持っている「経験」を生産するた

めの技術・知識水準の相違，そして消費技術（例

えば，楽しみかたに関する知識や経験等）の相違

と考えることが適切であるかもしれない（消費技

術をも同時に提供しようとする産業が経験財供給

産業の一部であるとの解釈も可能であるかもしれ

ない）．

さらに，解決すべき問題が残されている．すな

わち，観光産業とはどのような産業を指すのかと

いうことに関しても現在のところ確たる解答が得

られていないことである．Smith（1984）は，観
光産業もまた一般的なあるいは通常のビスネスの

視点から，換言すれば，供給サイドから捉えるこ

とが必要であることを指摘しているが，それ以上

の議論を展開しているとは言い難い．彼の結論は，

観光者がもっぱら消費する財・サービスと地域住

民と観光者のいずれもが消費する財・サービス，

そして地域住民のみが消費する財・サービスとに

分類することが必要であると論じたに過ぎない．

それを分離し分類するためには，需要側から，換

言すれば，観光者が消費する財・サービスとは何

かを明らかにするためには，観光者の観光目的地

での観光行動について，詳細な調査や聞き取りが

必要であり，それも，世界中で同一の調査聞き取

りが行なわれることが必要であり，それに基づい

た詳細な統計の整備が必要である．

以上述べてきたように，観光者に提供される

財・サービスとは何か，観光者がもっぱら消費す

る財・サービスとは何か，ということについては

明確な解答は得られていない．換言すれば，観光

産業とは何か，という問題は未解決のままである

といっても過言ではない．観光主体が観光生産物

としての「経験」を生産するために必要な財・

サービスを生産し供給する企業の集合としての

産業とは一体どのような産業を指しているのか，

ということである．上に示した国際貿易理論は，

誤解を恐れずに言えば，Linderを除き，供給側か
らの説明を提供しようとしているからである．

これに対する解答を得るためには，Linderが指
摘したように，観光主体の需要あるいは選好に基

づき，観光主体が消費する財・サービスがどの産

業に属するかを判別するという作業が必要ではな

いであろうか．しかしながら，この考え方もまた，

技術進歩や人々の嗜好の変化に依存し，換言すれ

ば，観光を取り巻く環境に依存し，観光産業を普

遍的に捉えることにはならないかもしれないから

である．

Ⅴ 結論的覚書

以上から，我々は，国際観光フローは，貿易の

視点からは観光主体の需要パターンに基づき観光

を捉える必要があるという点では，Linderの考え
方を支持することができる．しかしながら，観光

産業とは何か，観光サービスとは何を指している

かということについては，現在のところ決定的な

解答は見出されていない．したがって，国際観光

フローをサービス貿易として捉えるためには，観

光サービスとは何かを解明し，したがって観光

サービスを提供する観光産業とはどのような産

業を包含しているのかを明らかにする必要があ

る．そうでなければ，国際観光フローを Linder
流の需要－志向的な国際貿易理論に基づき解明す

ることは極めて困難であるからである．

Linderの考え方は，伝統的な貿易理論とは異な
り，消費者としての観光主体のサービス需要の視

点から捉え直す機会を提供したという意味におい

て，観光研究に新たな課題―しかし，観光産業

とは観光主体が利用する企業の集合であるとする

考え方は従来から存在しているが，それは単に同

義反復の議論であり，ここで我々が論じた意味と
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は異なっている―を提起したといっても過言で

はない．

我々にとって参考になる考え方は，Smithが述
べたように，先ずは，観光主体だけが消費してい

る財・サービスとは何かを特定することが必要で

あり，そのためには観光者の消費に関する詳細な

調査とそれに基づく観光統計の整備が必要ではな

いであろうか．それが可能であるならば，Linder
モデルのサービス貿易としての観光フローの分析

への適用妥当性が判定できると考えるからであ

る．我々は，分析道具の利用可能性は拡大しつつ

あるが，分析のためのあるいは仮説を実証するた

めの資料や統計資料の不足という古くて新しい問

題に再び直面しているといっても過言ではない．

注

1）比較優位とは簡潔に説明すれば，ある生産物を 1単位
生産する場合に，他の生産物を何単位犠牲にしなけれ
ばならないかによって表され，ある 2つの国 aと bが
財 x の生産における機会費用が a 国＝ 0.5であり，b
国＝ 1.0であり，他方，財 yの生産における機会費用
が a 国＝ 1.0 で，b国＝ 0.5であるとすらならば，a 国
は財 x の生産の機会費用が b国と比較して小さいため
に財 xの生産に比較優位を持つが，財 y の生産におけ
る機会費用は a 国と比較して b国のそれが小さいため
に，b 国が財 y の生産に比較優位を持つという．注意
すべきことは，貿易の有無を決定づける要因は，絶対
優位（absolute advantage）ではなく，比較優位である
ということである，比較優位および絶対優位の詳細な
説明は，例えば，Appleyard and Field（1998）を参照．

2）Agglomeration economies（集積の経済）の概念は，通
常，2つのサブ概念に分けられる．一つは urbanization
economiesであり，もう一つは localization economiesで
ある．前者はある地域に大規模な人口集中が進むこと
によって生産費用が低下することから生ずる便益を指
し，後者は同一産業内に多数の企業が近接して立地す
ることら生ずる便益を指している．

3）図 1は，Linder（1961, Fig. 5, p. 100, 邦訳第 5図 p. 144）
自身は 2国を例とした図形が描かれているが，この
ノートでは 3国間を例として取り上げたために，一人
当たり所得水準が異なる 3国間における貿易パターン
（重複需要）が示されていることに注意されたい．

4）Linder 仮説に関する実証研究は現在ところ賛否が混在
している状況にあるといっても過言ではない．例えば，
Linder仮説の支持は Blejer（1978），Ellis（1983），
Thursby and Thursby（1987），そして Choi（2002）であ
り，否定的結論を導き出した研究は Sailor, et al.（1973），

Kennedy and Hugh（1980），そしてQureshi, et al.（1980）
である．Linder仮説が支持され始めた背景には工業製
品生産の技術の普及により多くの国々によって生産が
可能になったという背景があるのかもしれない．換言
すれば，人々の嗜好の多様化が進み，同一産業内で生
産された製品に関してもまた差別化が進み，それが消
費者のニーズに一致する場合には互いに密接な代替財
の輸出入が行なわれると推論できるからである．しか
しその背後にある要因を一人当たり所得水準にのみ帰
着させ得るかどうかが問題であり，むしろ筆者は，
Linder自身（1961）も指摘していたが，国々の所得階
層別一人当たり所得水準が同一所得階層内に位置する
人々の選好の類似性を問題にすべきであると考えてい
る．それは国全体としての平均値よりもある国の所得
階層別の平均値を用いることがより詳細な研究が可能
になるからであり，それは intra-industry tradeの実証研
究の精度を高め，観光についても同様のことが言える
のではないかと考えるからである．

5）製品差別化の説明は，例えば，Carlton, D.W. and J.M.
Perloff（2000）の第 7章および第 18章を参照．また，
彼らは，産業組織論の研究においても差別化された生
産物の国家間での貿易は重要であるとの認識を示し，
次のように述べている．
「よく似た先進国間での同じ種類の財の貿易は急速に
高まっている．例えば，合衆国は自動車，加工食品，
衣類，そして多くの財を輸入も輸出もしている．す
なわち，異なる生産要素賦存量を持つ国々が一つの
タイプの財を様々な異なった財と貿易するのみなら
ず，またよく似た生産要素賦存量を持つ国々とよく
似た財を貿易している．差別化された生産物のモデ
ルは国家間でのこの後者のタイプの貿易を説明する
ことができる．……差別化された生産物の代表的な
消費者モデルを国際貿易に適用することによって，
我々は，そのような貿易から消費者が便益を得るで
あろうことを示すことができる」（ibid. p. 570）と．
この引用文で重要な部分は，「よく似た生産要素賦存
量を持つ国々とよく似た財を貿易している」という
部分であろう．なぜならば，この指摘は，同一産業
内で生産された財がある国々の間では輸出入されて
いることを意味し，貿易は比較優位には依存しない
ことを意味するからである．
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付　記

岩田修二先生がご退職とのこと．私が帰国すると同時に
先生がご退職されるという何とも言い難い状況の中で，拙
劣ではありますが，ビエンチャンの片隅にある小さなホテ
ルでこのノートを書き上げました．岩田先生のご退職を祝
うと同時に先生のお姿を拝見する機会が少なくなることの
淋しさ，そして我々にとっての大黒柱を失うことの不安と
が混在した状況の中にいます．地理学の領域及び観光研究
の領域で多大な貢献をなされてきた先生のご健康と益々の
ご活躍を祈念して，我々を支え続けてくれた先生への御礼
としたいと思います．

■
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